



















































































































































































































































































































































































































































































24 au及び沖縄セルラーは2022年3月末に3G「CDMA 1X WIN」サービスを中止すると発表した。










































































































































































































































企業数 企業数従業員 売上高 営業利益
全　　体 （▼0.9） （▼1.1） （▼7.6） （2.9）5,467 1,623,885 665,058 62,755
電気通信業 （4.5） （6.8） （3.1） （4.1）375 163,255 201,387 31,456
民間放送業 （▼10.8） （▼2.5） （▼34.5）373 35,923 28,385 2,052
ソフトウェア業 （▼1.8） （▼2.5） （▼15.9） （10.3）2,878 868,054 263,303 15,844
情報処理・提供
サービス業
（1.0） （1.2） （▼7.7） （8.4）
1,794 703,172 157,808 8,848
インターネット
付随サービス
（▼2.9） （▼2.2） （8.0） （2.1）
667 186,392 93,451 10,178













2015年度 140,342 24.5/54.5 29.2/54.8
2016年度 141,862 31.4/51.4 26.1/56.8





2015年度 4,170 6,130 4,700
2016年度 4,430 6,340 4,500
2017年度 4,680 6,500 4,350
2018年度 4,800 6,560 4,360
 （出典）各社決算資料
→直近は鈍化傾向ではあるが、依然として、各社ほぼ増加傾向である。









情報通信業（全体） 4,723 1,257,515 507,425 464,014
電気通信業 134 105,690 178,193 170,058
民間放送業 329 28,648 27,277 25,827
ソフトウェア業 2,197 635,425 171,284 147,202
情報処理・
提供サービス業 912 308,550 54,204 49,965
インターネット















平成22年 85.8 42.8 93.2 － 7.2 83.4 － 23.3
平成27年 75.6 42.0 63.6 72.0 33.3 76.8 0.9 33.7
平成28年 72.2 38.1 56.7 71.8 34.4 73.0 1.1 31.4
















平成27年 2,170 337 2,782 320 673 3,514 8,747 15,656 400
平成28年 1,987 312 2,925 251 685 4,789 10,294 16,350 336

















全年令階級数 76.6 37.3 52.2 50.7 60.6 62.9 49.4
6-12才 22.2 20.9 21.0 70.0 5.3 9.8 7.0
13-19才 58.6 34.6 64.2 71.2 40.8 43.5 33.7
20-29才 80.1 43.0 70.9 66.0 65.9 62.6 61.6
30-39才 84.8 46.3 70.5 66.1 70.6 74.9 65.5
40-49才 87.2 43.7 61.1 54.0 72.0 77.4 59.9










































区　分 学校数 教員数（本務者） 在学者数
小学校《6年間》 20,095 418,790 6,448,658
公立 19,794 411,898 6,333,289
国立 70 1,795 37,916
私立 231 5,097 77,453
中学校《3年間》 10,325 250,060 3,333,334
公立 9,479 233,247 3,063,833
国立 71 1,592 30,101
私立 775 15,221 239,400
高等学校《3年間》 4,907 233,925 3,280,247
公立 3,571 171,473 2,224,821
国立 15 582 8,548
私立 1,321 61,870 1,046,878
大学（含大学院） 780 185,343 2,890,880
公立 90 13,439 152,931
国立 86 64,479 609,473














Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
～327万円 327～449 449～603 603～822 822万円～
世帯人員 2.98人 2.42 2.68 3.02 3.32 3.45
有業人員 1.32 0.61 0.93 1.41 1.71 1.95
世帯主年令 59.6 69.4 64.9 56.6 53.0 53.9
万円 %
消費支出 283,027 100 190,636 238,839 261,862 307,130 416,671（100） （100） （100） （100） （100）
食料 72,866 25.7 58,363 66,533 69,547 77,989 91,900（26.6） （25.4） （22.1）
住居 16,555 5.8 12,632 16,033 16,588 16,591 20,934（6.3） （5.4） （5.0）
光熱・水道 21,535 7.6 19,359 20,799 21,152 22,120 24,246（8.1） （7.2） （5.8）
交通・通信 39,691 14.0 28,855 31,456 36,709 46,094 60,342（14.1） （15.0） （14.5）







公立 私立 公立 私立 公立 私立
合計
（公/私倍率）
322,310 1,528,237 478,554 1,326,933 450,862 1,040,168
（4.7） （2.8） （2.3）
学校教育費 60,043 870,408 133,640 997,435 275,991 755,101
（内授業料） － 461,194 － 425,251 23,368 271,825
学校給食費 44,441 44,807 43,730 8,566 － －






























総数 33,638 11,857,377 5.6 90.2 28.6 63.2 50.6 72.9
小学校 19,529 6,333,288 6.4 89.3 29.9 61.3 54.5 78.4
中学校 9,389 3,063,479 5.5 88.4 30.1 61.1 60.5 73.3
高等学校 3,570 2,280,611 4.6 94.7 19.9 75.8 14.1 46.9
（出典）「日本の統計2019」（総務省統計局）
→学校のICT環境は、物理的な整備は全国的に着実に進んでいると言えるの
ではないか。
　特に各学校現場のLANの整備率、ネットの接続率は、かなり高いと言える。
従って、学校現場に於いては、“ソフト面”及び“教育指導者の対応能力”が、
ハード面より重要な検討課題である。
（4）教育現場の課題
　以上、各表で見て来たように、教育現場に於ける「格差」が無視できない
レベルにあることが容易に理解出来る。
　一方、学校現場に於けるICTの“物理的”な整備は着実に進展している。
　筆者自身の直近での学校現場（生活保護家庭の中学3年の高校受験生及び
公立高校1年生の学習支援）に於いて感じていることは、“経済格差”が確実
に“教育格差”に結び付き、しかも、社会全体に於けるICTの急速な進展が、
それを更に助長していると言う現実である。
　戦後の初等中等教育システムは、社会全体の急速なIT化の進展による社会
変革に、全く付いて行けていない。
　その意味で「Society5.0」実現の為には、物理的なネットワークやツール等
の議論をする前、“社会の目指す方向と現状の教育システムとの齟齬”を如何
に抜本的に解決するかの議論を優先すべきであり、“教育現場の危機的な実情”
の徹底分析と具体的対策の可及的速やかな実施が喫緊の課題である。
情報通信産業の競争政策に関する調査検討―５G時代に向けた諸課題の検討―
39
10.　おわりに
　本報告書では5Gの商用開始直前タイミングに合わせ、5G周波数の割り当て・
周波数の進化と5G・全国型5Gとローカル5Gの棲み分け・信号機による基地
局整備・ユニバーサルサービスと5G・データオフロードとフレキシブルファ
イバ・ビッグデータを活用した社会変革と課題・ビッグデータと教育という
未解決の課題を中心に報告を行った。
　今後の5Gの進展、更には10年後に開始されることが想定されている6Gに
向けた研究調査を今後とも取り組んで行きたいと考えている。
